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研究要旨 
本研究は、児童・思春期精神医療における多職種連携の質の向上と標準化を⽬的に、
「児童・思春期精神医療における多職種連携の推進マニュアル」（略称：MENTOR）を
3 年計画で策定し、令和 7 年度に完成させた。全国の児童精神科医療機関に勤務する医
師、看護師、公認⼼理師、作業療法⼠、精神保健福祉⼠を対象としたオンライン調査お
よびインタビュー調査を実施し、各職種の業務実態と連携上の課題を把握した。得られ
た結果をもとに、理念編・職種別コアアクション・連携カンファレンス実施プロトコ
ル・緊急時対応と倫理的配慮から構成されるマニュアルを作成し、初診から退院・地域
移⾏までの連携⼿順、職種間の役割分担、カンファレンスの運営⽅法、地域資源との連
携の在り⽅を具体的に提⽰した。施設差・地域差に配慮しつつ、全国の医療機関で応⽤
可能な「汎⽤モデル」としての性質を保持しており、今後はWeb公開や動画教材化を通
じた普及と活⽤、ならびに継続的改訂による実効性の維持が求められる。 
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A. 研究⽬的 
本研究は、児童・思春期精神医療に
従事する多職種の役割を明確化し、「児
童・思春期精神医療における多職種連
携推進マニュアル」の策定を⽬的とし
た。 
 

B. 研究⽅法 
本研究は国⽴国際医療研究センター

国府台病院を中⼼に、全国児童⻘年精
神科医療施設協議会加盟医療機関や⽇
本児童⻘年精神科・診療所連絡協議会
の協⼒を得て実施した。 
主任研究班であるマニュアル作成班

は、他の班の調査結果を統合し、マニ
ュアル案を作成する役割を担っている。 
本研究の⼿法は既存の⽂献をレビュー

し、児童・思春期精神医療における多職
種連携の現状と課題を把握し、マニュア
ルのドラフト案を作成することである。 
 また、全国児童⻘年精神科医療施設協
議会加盟医療機関の児童精神科医、看護
師、公認⼼理師、作業療法⼠、精神保健
福祉⼠を対象に、業務内容や連携状況に
ついてオンラインアンケート結果、イン
タビュー調査から選定された専⾨診療所
のスタッフから得た具体的な業務内容や
連携の実態といった分担研究班の結果も
活⽤する。実際に各班が収集したデータ
は、定量的および定性的に分析し、多職
種連携の効果や課題を明確化した。特に、
各職種の役割分担や連携の質について評
価し、効果的な連携モデルを提案するた
めの基礎資料として活⽤する。 

 
C. 研究結果 

令和 7 年度の本研究では、3 年計画の最終
年度として、「児童・思春期精神医療にお
ける多職種連携の推進マニュアル」（略
称：MENTOR）の完成を主要課題とし、
その策定を完了した。令和 5 年度の実態調
査および概念整理、令和 6 年度のドラフト
⾻⼦作成を経て、本年度はドラフト版の更
新・全国施設からのフィードバック反映・
最終構成の確定を⾏い、研修教材・動画資
料を伴う実装可能なマニュアルとして公開
する段階に⾄った。 
1. 研究班会議の開催経過 
マニュアル策定に関する研究班会議は、令
和 7 年度に計 3回開催した。 

回 開催⽇ 主な議題 

第1
回 

2025 年 5 ⽉
23 ⽇（⽊） 

ドラフト版の共有、対象
職種の確定、コメント収
集⽅針 

第2
回 

2025年10⽉
4 ⽇（⾦） 

診療報酬制度との関係整
理、連携概念の定義、ア
ウトリーチの位置づけ 

第3
回 

2026 年 1 ⽉
23 ⽇（⽊） 

章構成の最終調整、配布
⽅法、研修動画・年度報
告 

第 1 回会議では、研究代表者から提⽰され
た Word 版ドラフトを班員間で共有し、中
核となる対象職種を医師・看護師・公認⼼
理師・精神保健福祉⼠・作業療法⼠の 5 職
種に確定した。あわせて、訪問診療担当
者・保育⼠・院内学級教員など、施設によ
る配置差の⼤きい職種をどこまで含めるか
については班員と現場関係者の意⾒を募り、
最終的に保育⼠・院内学級教員を職種別編
に追加 す る判断につながった 。また 、
Word 版に加えて Notion 形式での公開を進
め、班員が所属施設の同僚や関係者にもド
ラフトを共有し、コメント元を明⽰した上
で 6 ⽉中旬を⽬処に意⾒を集約することと
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した。本年度より、厚⽣労働省側の担当官
として宮越⽒が新たに本研究班に加わった。 
第 2 回会議では、診療報酬制度との関係に
ついて、加算制度の頻繁な改定を踏まえ、
点数や算定要件はマニュアル本⽂に記載せ
ず、「制度上、多職種連携が評価されてい
る」旨を簡潔に⾔及するにとどめる⽅針を
確認した。あわせて、「院内多職種連携」
と「地域連携」の定義を整理し、外来診療
におけるアウトリーチ（訪問看護、家庭訪
問、学校訪問）の位置づけを明確化した。
これによりマニュアルに含める項⽬と含め
ない項⽬（例：診療報酬加算の詳細）の線
引きが定まった。 
第 3 回会議では、章構成と分量を最終確定
す る と と も に 、 マ ニ ュ ア ル の配布⽅法
（Web 上に PDF 掲載／QR コード配布、
書籍化は慎重判断）、対応する研修動画コ
ンテンツ（1〜2分のショート動画を複数本
制作）、年度報告書および 3 年間の総括論
⽂化の⽅針について合意した。 
 
2. 完成版マニュアル「MENTOR」 
3 年間の議論と全国施設からのフィードバ
ックを反映し、最終的に本マニュアルは以
下の構成で公開する形となった。 
 
【理念】 ⼦ども⼀⼈ひとりの「育ち」と
「今」に向き合い、その「未来」を多職種
チームと地域で共に育む。 
 
第 1 章 職種別コアアクション・チェック
リスト 
各職種が果たすべき⾏動を「必須業務」
「推奨業務」の観点でチェックリスト化し
た。 

児童精神科医（主治医）：包括的初期評価、
緊急トリアージ、治療計画の共有、チーム
統括 
看護師：安⼼・安全な環境整備、動的な⾏
動観察、⽣活リズムの形成⽀援、社会復帰
への架け橋 
公認⼼理師：⼼理アセスメント（WISC-V
等）、発達に応じた⼼理療法、保護者への
相談⽀援、専⾨知⾒の⾔語化 
精神保健福祉⼠（PSW）：環境・背景のイ
ンテーク、福祉制度の活⽤⽀援、地域機関
とのネットワーク、社会復帰マネジメント 
作業療法⼠（OT）／保育⼠／院内学級教
員：作業活動による⾃⼰調整⼒・対⼈スキ
ルの育成、「あそび直し」を通じた集団療
育、⼊院・通院による学習格差を最⼩化す
る復学プラン策定 
 
職種別記述の根拠としては、原⽥謙班によ
る診療実態調査（全国の児童精神科病棟・
外来で勤務する多職種 377 名を対象）のデ
ータを⽤い、職種ごとの業務実施率の分析
結果から記載内容の実態的妥当性を検証し
た。タスクシフティングの観点から医師以
外の職種が主導し得る活動（予診、集団療
法の企画、保護者⽀援等）を明⽰するとと
もに、施設規模・職種配置の差を踏まえて
「複数職種で対応可能な業務」を注記した。 
 
第 2 章 連携カンファレンス・実施プロト
コル 
 
院内および地域における連携を、4 つの会
議体として構造化した。 

会議体 ⽬的・コアアクショ
ン 

必 須 参 加 メ
ンバー 
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初診カン
ファレン
ス 

多⾯的初期評価の共
有、最優先で介⼊す
べき課題の同定、役
割分担の決定 

医 師 、 ⼼
理 、PSW、
看護 

定期・病
棟カンフ
ァレンス 

週 1 回以上開催。治
療計画の進捗確認、
リスクの再評価、介
⼊⽅針の柔軟な更新 

医 師 、 看
護 、 ⼼ 理 、
OT、PSW 

退院前カ
ンファレ
ンス 

家庭・学校環境の受
け⼊れ態勢整備、退
院後の地域⽣活導線
と⽀援体制の最終確
認 

医 療 チ ー
ム 、 家 族 、
在 籍 校 教 員
等 

地域連携
会議 

児童相談所、⼦ども
家 庭 セ ン タ ー 、 学
校、福祉事業所等と
の⻑期的⽀援⽅針の
⼀致 

PSW、 関 係
機 関 、 医 師
等 

 
第 3章 緊急時対応と倫理的配慮 
緊急時の迅速多職種カンファレンス：虐待
事案の発覚、急性⾃傷・他害、重度⾏動逸
脱などのリスク発⽣時に、定期会議を待た
ずに即時起案・開催する仕組み。短時間
（15〜30 分程度）で情報を集約し、安全
確保のための役割分担と地域資源への通告
要否をその場で決断する運⽤を明⽰した。 
情報共有の倫理とセキュリティ：共有範囲
を「治療・⽀援に必要な必要最⼩限」に限
定し、本⼈（発達段階に応じる）および保
護者の事前同意を得る原則を明記。外部機
関とのケース調整・データ送受信では、ア
クセス制限・パスワード管理等のセキュリ
ティ対策を求める。 
 
3. 記述上の配慮と整理 
診療報酬制度：加算制度の変動性を踏まえ、
点数や算定要件は本⽂に記載せず、「制度
上、連携が評価されている」旨に限定して
⾔及。 
汎⽤性・柔軟性：地域差・施設規模差に配

慮した記述（例：「初診予約は精神保健福
祉⼠が対応することが多いが、看護師や公
認⼼理師が担う場合もある」）。 
分量の抑制：冗⻑な説明や重複項⽬を統合
し、本⽂約 30 ページを上限とした。 
⽤語の統⼀：「フェーズ」など現場になじ
みの薄い表現は避け、「診療の流れ」「連携
の⼿順」など臨床現場に即した表現に統⼀。 
 
4. 完成版の公開と実装 
ドラフト版に対する全国児童⻘年精神科医
療施設協議会（全児協）および⽇本児童⻘
年精神科・診療所連絡協議会の会員施設か
らのフィードバックを反映し、令和 7 年度
内に完成版マニュアル「MENTOR」を確
定した。Web 上に PDF 形式で掲載すると
ともに、QR コードによる配布、対応する
1〜2分の研修動画コンテンツ（複数本）を
制作し、病院内勉強会・e ラーニングでの
活⽤を想定した実装基盤を整えた。あわせ
て、3 年間の研究成果は⽇本語・英語論⽂
として発表予定であり、年度報告書に加え
てマニュアル概要の A4 サマリーも作成す
る。 
 
D. 考察 
 本研究では、児童・思春期精神医療にお
ける多職種連携の標準化と質の向上を⽬指
し、その実践指針として「児童・思春期精
神医療における多職種連携の推進マニュア
ル」（略称：MENTOR）の策定を 3 年計画
で進め、令和 7 年度に完成版として確定し
た。本節では、完成に⾄った本マニュアル
の臨床的意義と、策定過程で明らかとなっ
た構造的課題、および今後の展望について
考察する。 
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1. 完成版マニュアルの基本的意義 
現代の児童・思春期精神医療は、単独職種
による対応では限界があり、児童精神科医
を中⼼に、公認⼼理師・看護師・精神保健
福祉⼠・作業療法⼠などが有機的に連携す
る体制が不可⽋である。しかしながら現場
では、各職種の役割が不明瞭であること、
地域資源との接続の困難さ、診療プロセス
の不統⼀といった課題が依然として残って
いた。 
完成版マニュアル「MENTOR」は、こう
した課題に対する現実的な対応策として、
(1) 多職種の業務内容の明確化（職種別コ
アアクション・チェックリスト）、(2) 診療
場⾯ごとの連携⼿順の整理（連携カンファ
レンス・実施プロトコル）、(3) 地域連携と
緊急時対応の指針の明⽰（地域連携会議・
迅速多職種カンファレンス）、(4) 情報共有
の倫理とセキュリティの規範化、を柱とし
て構成されている。とりわけ理念編では、
「⼦ども⼀⼈ひとりの『育ち』と『今』に
向き合い、その『未来』を多職種チームと
地域で共に育む」という基本理念を掲げ、
⼦ども中⼼の視点をすべての⽀援の出発点
に据える姿勢を強調した。これは、職種を
越えた協働の⽅向性を揃える上できわめて
重要な視座であり、現場での運⽤判断に迷
いが⽣じた際の戻る場所として機能するこ
とが期待される。 
 
2. 分担研究班の調査成果との接続 
本マニュアルの記述は、複数の分担研究班
による調査成果を実証的根拠としている。 
原⽥班による全国的な実態調査では、児童
精神科病棟・外来で勤務する多職種 377 名

を対象に、各職種の業務内容と実施率が詳
細に把握された。初診予約・予診・退院⽀
援といった⼀連の診療過程において、どの
職種がどの業務を担っているかのばらつき
が明確に⽰され、職種別編における「必須
業務」と「推奨業務」の整理に直接的に貢
献した。マニュアル本⽂では、このばらつ
きを否定するのではなく、柔軟性と実装性
を両⽴する記述として反映している。 
奥野班による外来診療・診療所調査からは、
診療所における初診待機期間の⻑さと、そ
れに伴う事前⽀援の必要性が浮き彫りとな
った。トリアージの重要性、多職種による
初診前対応の在り⽅、限られた資源下での
効率的な初診導⼊といった課題は、実践編
「初診予約・トリアージ・予診」および初
診カンファレンスの運⽤指針に直結してい
る。 
⼤重班による拠点病院での地域連携調査で
は、医療機関と教育・福祉機関との情報共
有の乏しさが⽰された。退院後⽀援が断⽚
化する事例が多く確認されたことを踏まえ、
地域連携の章では、地域連携コーディネー
ターの配置、定期的な合同会議の開催、情
報共有ツールの整備などが具体的に提案さ
れた。これらは退院前カンファレンスおよ
び地域連携会議のプロトコルとして本マニ
ュアルに収載されている。 
 
3. 「形式」から「機能」へ ―策定過程で⾒
えた構造的課題 
マニュアル策定を通じて明らかになったの
は、児童精神科医療における多職種連携の
「形式的な整備」だけではなく、連携が
「どのように機能しているか」「どのよう
に滞っているか」という実践的・構造的課
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題への対応が不可⽋である、という点であ
る。会議体の有無や職種配置の数といった
構造指標だけでは、現場で起こる連携の質
を捉えきれない。 
加えて、先⾏研究（Usami et al., 2025）に
よって以下の地域格差に関する課題が⽰さ
れており、本マニュアル策定においても同
様の課題に直⾯した。 
• 各施設によるサービス構成の差異（⼊

院機能の有無、診療体制） 
• 職種配置や業務範囲のばらつき 
• 地域資源の偏在とアクセスの困難 
• カンファレンスの頻度・構成・⽬的の

曖昧さ 
• アウトリーチの定義と制度的位置づけ

の不明確さ 
4. 「汎⽤モデル」と「余⽩ある指針」とい
う設計思想 
これらの課題に対し、本マニュアルは施設
間差・地域差を前提とした上で、共通の基
本枠組みを提⽰する「汎⽤モデル」として
の性質を保ちつつ、施設ごとの運⽤裁量を
許容する「余⽩ある指針」となるよう設計
された。具体的には以下の点に表れている。 
担当職種の柔軟な記載：初診予約の担当に
ついて、「精神保健福祉⼠が対応すること
が多いが、看護師や公認⼼理師が担う場合
もある」など、複数の職種案を併記。 
会議体の柔軟な運⽤指針：定期・病棟カン
ファレンスは「週 1 回以上開催」を原則と
しつつ、構成メンバーや議題は施設の実情
に応じて調整可とする記載とした。 
職種別編の拡張：当初の中核 5 職種（医
師・看護師・公認⼼理師・精神保健福祉
⼠・作業療法⼠）に加えて、施設による配
置差の⼤きい保育⼠・院内学級教員につい

ても項⽬を設け、各施設で活⽤可能な記述
とした。 
緊急対応の明⽂化：虐待事案、急性⾃傷・
他害、重度⾏動逸脱などのリスク発⽣時に、
定期会議を待たずに即時開催する迅速多職
種カンファレンスの運⽤（15〜30 分での
情報集約と役割分担、地域資源への通告要
否の即時判断）を独⽴した項⽬として収載
した。 
情報共有の倫理基準：共有範囲を「治療・
⽀援に必要な必要最⼩限」に限定し、本⼈
（発達段階に応じる）および保護者の事前
同意を原則とする規範を明記した。 
 
5. 制度的視座と陳腐化の回避 
制度的な視点もまた重要である。診療報酬
制度においても、多職種連携は加算制度等
により評価されつつあるが、制度変更が頻
繁であることに鑑み、マニュアル本体では
あえて具体的な点数や算定要件を記載せず、
「制度上、多職種連携が評価されている」
旨を簡潔に⾔及するにとどめ、詳細は別添
資料や注釈に整理する⽅針を採った。これ
は、マニュアル本⽂の内容を⻑期的に陳腐
化させないための実務的配慮であり、改定
のたびに本体を書き換える必要を最⼩化す
るための設計判断でもある。 
 
6. 今後の課題と展望 
完成版「MENTOR」をどう実装・活⽤し
ていくかが、今後の中⼼的課題である。現
時点では以下の取り組みが進⾏または検討
されている。 
Web 公開と動画教材との連動：PDF 版を
Web サイトに掲載し、QR コードによる配
布を⾏うとともに、各章に対応する 1〜2
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分のショート動画コンテンツを複数本制作。
病院内勉強会・e ラーニング・初任者研修
での活⽤を数年かけて想定している。 
現場職員向け説明会・研修：全国児童⻘年
精神科医療施設協議会（全児協）および⽇
本児童⻘年精神科・診療所連絡協議会の会
員施設等を対象とした説明会・研修の開催
を検討。 
継続的アップデートの枠組み：制度改定・
新たな実態調査の知⾒を反映できるよう、
本マニュアルを「固定された⽂書」ではな
く「更新され続ける指針」として運⽤する
仕組みを整備する。 
 
政策的議論への接続：今後の診療報酬改定
や、児童・思春期精神医療に関する政策的
議論において、本マニュアルが標準モデル
として機能し得るかについても、継続的に
検討していく必要がある。 
単なる⽂書提供にとどまらない「活⽤され
るマニュアル」へと展開できるかが、本研
究の社会実装における最⼤の試⾦⽯である。
3 年間の研究を通じて確⽴された理念と構
造を、現場の実践と制度の双⽅に橋渡しす
ることが、次段階の課題であると考える。 
 
E. 結論 
本研究を通じて、児童・思春期精神医療に
おける多職種連携の実態と課題が明らかに
なり、これに対応する実践指針として「児
童・思春期精神医療における多職種連携の
推進マニュアル」（略称：MENTOR）を 3
年計画の最終年度である令和 7 年度に完成
させた。本マニュアルでは、各職種の役割
分担を明確にし、定期的かつ構造化された
コミュニケーション（初診・定期病棟・退

院前・地域連携の各カンファレンス）を制
度的に位置づけることで、職種間および機
関間における認識の違いを解消し、効果的
な連携を実現するための実践枠組みを提⽰
した。 
本研究班による本マニュアルの策定は、児
童・思春期精神医療の質の底上げと多職種
協働の基盤整備に資するものであり、今後
の普及・運⽤と継続的改訂を通じて、全国
の医療機関における⽀援実践を⽀える実効
性ある資源としての役割が期待される。 
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